
地理学報告　第119 号　31 ～39　2017

非大都市圏地域の小規模自治体における人口動態と政策的課題

一岡山県奈義町を事例としてー
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I　 はじめに

わが国は, 2008 年以降，人口動態に関して新たな

時代に突入した。それまでの人口の増加傾向から人口

減少へと転じたのである1）。

国勢調査により2005年, 2010年および2015年の

人口動態をみると，人口100万人以上の大都市では依

然として人口が増加する都市が多い。一方，小規模市

町村では人口増減率はますます低下する傾向にあり，

人口減少社会に突入した現在，とくに小規模自治体に

おける将来は不安視されている。確かに，田舎暮らし

やIJUターンなどに表象される田園回帰現象が注目さ

れ，島嶼地域などでは，わすかながら人口の環流を経

験している地域もある2）。　しかしながら，それらの多

くは，小規模な集落や島の一部であり，市町村単位で

みた場合，依然として，非大都市圏地域に存立する小

規模自治体では人口減少は今後ますます激化する方向

にあると考えざるを得ない。

増田(2014)によれば，人口減少のプロセスには，

高齢人口の増加と生産年齢人口及び年少人口の減少の

段階，続いて，高齢人口の維持もしくは微増と生産年

齢人口及び年少人口の減少の段階，さらに，高齢人口

の減少と生産年齢人口及び年少人口の減少の段階に至

るとされる。非大都市圏地域における小規模自治体で

は，すでに，年少人口や生産年齢人口のみならず，高

齢人口の減少する段階に入った自治体も少なくない。

森川(2017)は『人口減少時代の都市システムと地

域政策』において，「小規模自治体では，年齢人口の

構成が健全な状況にあるといえない。小規模町村では

生産年齢人口の減少率が高く，年少人口や生産年齢人

口の比率を低下させており，この悪循環を断ち切るこ

となしには地域の活性化は困難である。」と指摘して

いる。これをふまえると，地域活性化のためには年齢

人口の構成がバランスの取れたものであることが求め

られる。非大都市圏地域における小規模自治体の地域

活性化を考える際には，ますは，人口の構成を考慮し

た将来の人口動態に注目する必要があろう。

そこで，本研究では，非大都市圏地域の比較的小規

模な自治体を事例として将来人口推計をふまえた人口

動態とその特徴を明らかにした上で，政策的課題につ

いて検討したい。事例とした小規模自治体は岡山県奈

義町であり，岡山県北東部の鳥取県県境に位置する。

周辺の中心都市は津山市となるが，平成の大合併期に

おいては，合併を経験せす，単独存続となった。 2010

年の国勢調査人口は6,085 人であり，中心となる産業

は農林業であるが，小規模ながらも工業団地が存在す

る。また，町内に陸上自衛隊日本原駐屯地があり，こ

れの地域経済への影響も小さくない。

これ以降，第Ⅱ章では，近年の奈義町の人口の動向
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を明らかにし，将来推計人口については第Ⅲ章におい

て検討する。これをふまえて，第IV章では，現在の人

口を維持するのに要する人口のあり方について言及す

る。さらに 集合住宅立地地区に注目した人口動態と

推計についても第V 章において検討する。最後に 第

Ⅵ章において，小規模自治体における今援の人口動態

に関する政策的課題について検討を試みたい。

Ⅱ　1980年以降の岡山県奈義町における人口動態

図１は奈義町における1980年から2010年にかけて

の人口動向を示したものである。 2010 （平成22）年

の国勢調査報告によれば，奈義町の総人口は6,085人

であり, 1980年に比して1,733人の減少をみた。こ

の間の人口減少率は22.2%であり，30年間で約5分

の4の規模にまで縮小している。人口減少とともに，

15歳未満の子どもの割合を示す年少人口比率も低下

傾向にあり, 1980年の年少人口比率は20.0%であっ

たが, 2010年には12.8%にまで低下した。　とくに，

1990 年以降，当該比率の低下が著しい。とはいうも

のの, 2010 年における年少人口比率の全国平均であ

る13.2% と比較すると，極めて低い値を示していると

はいえす，年少人口比率からみると奈義町の人口構造

はほぼ安定しているといえる。

図1　奈義町における1980～2010年間の人口動態

資料:国勢調査報告より作成。

その一方で，65歳以上人口の割合を示す高齢人口

比率は上昇傾向にあり, 1980年には13.4%と比較的

低い値を示していたが, 1995年頃から急激に上昇し，

2010年には30.0％となった。 2010年における全国の

高齢人口比率は23.0%であり，奈義町における高齢人

口比率は，全国平均に比して７ポイント高い。

近年の全国における人口動態は，「少子高齢化の急

激な進行」として表現されることが少なくないが，奈

義町の場合，少子化に関しては全国の動向とほぼ同様

であるものの，高齢化に関しては, 全国平均に比して，

かなりの程度進行しているという特徴を有している。

Ⅲ　 岡山県奈義町における推計人口

今回，奈義町の推計人口に関する分析にあたり，中

川人口推計モデル3）を用いた。中川人口推計モデルは，2

時点の人口構造から，将来人口を推計するモデルで

あり，推計の基礎となる2 時点間のコーホート変化率

と子どもと婦人の比率から将来の出生数を計算し，こ

れらを統合して推計する点に特徴がある。この人口推

計モデルは，転入転出等の人口移動の動態も考慮され

ているため，非常に有効なモデルとして認識されてい

る。次節では，直近の国勢調査報告の人ロデータを用

いて分析を行い，奈義町における2045  (平成57 ）年

までの推計人口を呈示する。

1．2005年および2010年の年齢階級別人口を用いた

推計

2005 (平成17 ）年国勢調査報告および2010 （平成22

）年国勢調査報告のデータを用いて, 2045  (平成57

）年までの推計人口および高齢人口比率等は表1 に

示した通りとなる。

表1　2005年および2010 年の年齢階級別人口を用いた将来
人口推計

資料:2005年および2010年国勢調査報告より作成。

これによると, 2010年における奈義町の総人口は

6,075人であったが，現在から20年後の2035年には

奈義町の総人口は4,000人を割り，30年後の2045年

には3,120 人まで減少する。すなわち，奈義町の2045

年の総人口は, 2010 年の人口規模の半分以下の規模

となることを示している。仮に, 2005 年および2010

年の人口構造を維持したまま将来を迎えた場合, 2045

年には高齢人口比率は54%, うち75 歳以上人口比率

は38 ％にまで上昇することとなる。一方，年少人口

は7 ％にまで下降し，住民の半数以上が高齢者となり，
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少子高齢化がいっそう進むとともに，総人口は急速に

縮小していくことになる。

2.2000年および2005年の年齢階級別人口を用いた

推計

2005 (平成17 ）年国勢調査報告および2010 （平成22

）年国勢調査報告のデータを用いて推計した2045

（平成57 ）年までの推計人口はかなり衝撃的な数値を

示したが, 2005 年から2010 年にかけて，奈義町全体

の総人口が過去最大規模である400 人の減少をみたこ

とにより，推計人口の数値もこれに影響されている。

前述のように，本分析における人口推計は，2 つの年

次間の人口構造を比較して将来を推計するため，この

ような大規模な人口減少が現出すると将来人口は過

少に算出されることになる。そこで，5 年間さかのぼ

り，2000（平成12 ）年国勢調査報告および2005  (平

成22 ）年国勢調査報告のデータから推計人口を算出

すると，表2 に示した通りとなる。

表2　2000年および2005年の年齢階級別人口を用いた将来

人口推計とその推移

�2000年2005年2010年2015年2020年

人口

高齢 人口 比率75

歳 以上人 口 比率

年 少人口 率 �6,690　　6,475　　6,248　　5,993　　5,71926%　　　　27%　　　　29%　　　　33%　　　　36%12%

15%　　17%　　18%　　19%

15%　　14%　　14%　　14%　　13%

�2025年2030年2035年2040年2045年

人 口,

高齢 人口 比 率75

歳 以上 人口 比率

年 少人口 率 �5,399　　5,078　　4,764　　4,475　　4,19638%　　　　38%　　　　38%　　　　39%　　　　41

％23%

25%･　　26%　　　　26%　　　　26%

13%　　12%　　12%　　13%　　13%

資料:2000年および2005年国勢調査報告より作成。

これによると, 2000 年および2005 年国勢調査報告

人口から推計した場合, 2045 年には4,196 人となる。2005

年および2010 年人口からの推計値とは1,000 人

程度の誤差が生じる。分析対象の自治体の人口規模が

比較的小さいのに加え，短期の人口変動に影響されや

すいため，どの時点のデータを利用するかにより推計

値は大きく変動する。

3.2000年, 2005年および2010年の年齢階級別人口

を用いた人口推計

前述のような推計値の誤差をなるべく解消し，比較

的長期の人口動態の傾向を反映する分析となるよう，本

分析では,従来の中川人口推計モデルを修正し,2000年，

2005 年および2010 年の3 時点を用いた人口推計を行う

こととした。以下に 詳細な分析結果を呈示する。

はじめに，推計値の算出方法について簡単に説明す

る。はじめに, 2000 年および2005 年の男女別年齢階

級別人口を用いて2005年の修正値を算出する。それ

とともに2005年および2010年の男女別年齢階級別人

口から2010年の修正値を算出する。この2つの修正値

をベースとして将来人口を推計する理由は,前述の通り，

比較的長期の人口動態の傾向を反映させるためである。

これら2時点の修正値から，表3に示したように，

2005～2010年間のコーホート変化率を求め，この変

化率と2010年修正値を用いて，推計する年次の年齢

階級別男女別人口が算出されることになる。

表3　コーホート変化率

資料:2000年, 2005年および2010年国勢調査報告より作成。

将来人口を推計する際に，新たに生まれてくる子ど

もの人口を算出する必要がある。本分析では，ます，

2010年の修正値から「子ども・婦人比」を計算し,0.57

という値を得た。これは，出産可能年齢の女性の人口

とO～4歳階級人口の比である。出産可能年齢には様々

な定義があるが4），ここでは晩婚化の影響を考慮して，

25～39歳とした。この「子ども・婦人比」とこれま

での人口学の成果から得られている男女の出生比であ

る「106:100」をふまえて推計する年次に新たに生ま

れてくるO～4歳階級の人口を算出している。

以上のような，推計方法により, 2045年までの奈義町

の将来人口を推計すると図2に示すような結果となる。

これによると, 2010年における奈義町の総人口は

6,075人（国勢調査報告による）であったが，現在か

ら20年後の2030年には5,000人を割り，30年後の

2045年には3,729人にまで減少する。現在の人口構造

が継続されるとすれば, 2045年には高齢人口比率は

46％となり，高齢人口のなかでも75歳以上人口比率

は31％にまで上昇する。その一方で，年少人口は9％

にまで下降し，30年後の奈義町の人口は, 2000年の

約半分の規模にまで縮小することになる。
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人口　 高齢人口比率　 年少人口率　75 歳以上人口比率

図2　2000 年，2005 年および2010 年の年齢階級別人口を用

いた将来人口推計とその推移

資料:2000 年, 2005年および2010年国勢調査報告より作成。

表4 は, 2045 年 にお ける男女別年齢 階級別 の推計

人 口を示 したものである。前述 の通 り，65 歳以上の

高齢人 口の値 が大きいことが理解できるが，それより10

歳若い 世代，すなわち55 歳以上の人 口も多く，高

齢人口と50 歳以上の生産年齢人口が総人 口の大半を

占める歪な人 口構造になると想定される。

表4　2045 年における男女別年齢階層別推計人口

資料:2000 年, 2005年および2010年国勢調査報告より作成。

また，人 口の再生産を担うであろ う20 ～39 歳の女

性人 口の うち，20 ～34 歳の女性人口が同じ年齢階級

の男性人 口に比して3 分の2 程度の規模 となってお り，

この世代における男女間の人口数の不均等が生じてい

ることが指摘できる（表4 ）。この不均等性は，現在

の人口構造を反映した結果であるとともに，推計人口

にみられる急激な人口規模縮小の間接的な要因とも考

えられることから，将来的な人口数の維持に関する対

策を検討する際に注目すべき点であろう。

Ⅳ　 現在の人口を維持するのに要する人口動態

1．現在の人口を維持するのに要する年齢別男女別人

口構造

前章において奈義町における2045 年まで推計人口が示

されたが，この推計人口と2010 年国勢調査報告による年齢

階級別人口との比較から，現在(2010 年) の人口構造を維

持するのに必要な男女別年齢階級別人口を呈示したい。

表5 は，現在 の人 口構造 を維持す るに必要な2015

年にお ける男女別年齢階級別人 口を示している5)。表

中の不足分 にあたる値 が, 2015 年において現在の人

口を維持するのに必要な人口である。なお，不足分に

関してはマイナスの数値として示 されてい る。現在の

人口構造を維持するためには，あくまで推計ではある

が，この不足数を2010 年から2015 年間において充足

させる必要がある。

表5　2015年において現在の人口を維持するために必要な

男女別年齢階級別人口数

資料:2000 年, 2005年および2010年国勢調査報告より作成。

人 口構造の維持には，人口の再生産を担う25 ～39

歳 の女性人 口が注目されがちであるが，女性人 口に関

しては，むしろ，現在の15 ～19 歳の階級 を2010 ～2015

年間に50 人増加 させる必要があるとの推定結果

を得ている。また，この階級より5 歳若い10 ～14 歳

の階級についても，当該年間に 現在に比して18 人
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の増加が必要となる。一方，男性人口に関しては，20

～24歳の階級に属する必要な人口が屹立しており，

2015年までに60人の増加が必要であるとの推定結果

となった。以上のように, 2015年までに男女別年齢

階級別の必要な人口が最大限充足されることにより，

現在(2010 年) の人口構造が維持されると推察される。

これらの必要とされる人口は転入等の社会増によりも

たらされることが期待される。

こうした点が指摘できるものの，いくつか問題もある。

前述したように，現在の奈義町の人口構造を検討すると，

男女間の人口数に不均等がみられる年齢階級が複数認め

られる。表6 は2005 年および2010 年国勢調査報告にも

とづいて男女別年齢階級別人口を示したものである。

表6　2005 年および2010 年における男女別年齢階級別人囗

資料:2000年, 2005年および2010年国勢調査報告より作成。

表中のコーホートを詳しくみると，男性が女性より

も極めて多いコーホートや逆に女性が男性よりも多い

コーホートが若年層を中心にいくつか存在することが

看取される。 20～24歳の男性人口が女性人口よりも

かなり多数を数えるのは，後述することになるが，陸

上自衛隊日本原駐屯地所属の男性隊員の多さを反映し

ていると考えられる。　しかしながら, 2005年におけ

る5～9歳の男性人口が同階級の女性人口に比して少

ない点や2010 年 におけ る20 ～24 歳 の女性人口が男

性人口お よび2005 年のコーホートに比して も極めて

少ない点に関しては，その要因を特定できない。

以上のようなコーホート別にみた男女間の人口数の

不均等性は，人口を推計する際に攪乱させる要因とも

なっており，したがって，表５に現在の人口を維持す

るために必要な男女別年齢階層別人口数を呈示したも

のの，この数値の妥当性については慎重に考える必要

があるといわざるを得ない。

一方，前章で示した将来人口推計に沿った傾向で人口が

推移し, 2020 年を迎えるとすれば, 2020 年において，現

在の人口を維持するために2010～2020 年間に必要とされ

る各男女別年齢階級別人口は表7 に示した通りとなる。

表7　2020年において現在の人口を維持するために必要な

男女別年齢階級別人口数

資料:2000年, 2005年および2010年国勢調査報告より作成。

これによると, 2020 年 までに，男女 ともに生産年

齢人 口の うち, 2010 年時点にお ける比較的若い層を

増加 させ る必要 があ ることが看 取されよう。 とくに20

～24 歳 の階援 に関しては，男性は100 人足らす，

女性は120 人程度の人 口増加が必要となる。この年齢

階層 の人口規模を維持するためには同程度の数の世帯

数が維持されることが求められ，現在の人口を維持す

るためには，この年齢階層の世帯をいかに流出させな

い，あるいは新たな転入を促すといった政策的な制度

設計等の必要性 が示唆される。

表8　2025年において現在の人口を維持するために必要な

男女別年齢階層別人口数

資料:2000 年, 2005 年および2010 年国勢調査報告より作成。
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2025 年において現在の人口を維持するために必要

な男女別年齢階層別人口を示した表8 によれば，理論

上は, 2010 年時点における比較的若い層のみならす，

女性の子どもの数を大規模に増加させる必要があるこ

とを理解できる。

しかしながら，この表8 の数値は，回復不可能な状

況に近い非現実的な数値を示しており，推計結果から

人口を維持するために必要な人口数を長期的に予測す

ることの限界を認めざるを得ない。

いすれにせよ,表5,表7,表8により示唆されるのは，

現在の人口を維持するためには，比較的早期に生産年

齢人口のうち，比較的若い層，すなわち15 ～34 歳の

階援の人口増加が必要であるとともに，年少人口，な

かでも女性の年少人口の増加が必要であることであろ

う。ただし，年少人口の多くは，25 ～39 歳の階級に

随伴した移動を行うため，前述の若年の生産年齢人口

の維持と増加が全体の人口維持に大いに寄与すること

となろう。

2.子どもと若い女性の人口維持に要する人口構造

奈義町における2010年人口の修正値をベースに，

2015年, 2020年および2025年における子どもと若い

女性の人口維持に要する人口動態を検討するにあた

り，奈義町における子ども・婦人比に注目して推計を

行った。なお，ここでの若い女性とは出産可能年齢の

女性を想定していると考えられるため，より現況に近

似する25 ～39 歳の女性としている。

おおまかな推計方法については次の通りである。

2010年のO～4歳人口の255人を経年的に維持する

ためには推計対象となる年次において，25～39歳の

女性人口は約447人必要となる。これは，現在の子ど

も・婦人比である0.57を固定して算出した値である。

この25～39歳女性人口の各年齢階級における必要数

と推計対象となる各年次におけるコーホート別の人口

数との差を算出し，これをもって, 2010年時点と同

程度の子どもおよび若い女性の人口維持に必要な各年

齢階級別の必要数を示した。

表9 は, 2010 年時点と同程度の子どもおよび若い

女性の人口維持を2015 年に目した場合, 2015 年まで

に必要となる子どもの数と当該の女性数 を示してい

る。これによれば，51 人の女性が2015 年までに社会

増により必要となることを意味している。その詳細は，25

～29 歳の女性人口が15 人，30 ～34 歳の女性人口

が17 人，35 ～39 歳の女性人口が19 人必要である。

表9　こどもと若い女性を維持するために必要な人口数(2015

年)

資料:2000 年, 2005年および2010年国勢調査報告より作成。

一 方， 表10 は2020 年 お よ び2025 年 に お い て，2010

年時点 と同程度 の子 ども数 と女性数の維持を 目

した場合に，それぞれの年次までに必要となる子ども

数および女性数を示したものである。

表10　こどもと若い女性を維持するために必要な人口数(2020

年および2025年)

資料:2000 年, 2005 年および2010 年国勢調査報告より作成。

表9 に比して，子ども数，女性数ともに必要となる

人口規模が大きくなっていることが理解されよう。前

章でも指摘したように，早期に，この年齢階層の世帯

の流入を促進させることにより，総人口の増加はさほ

ど期待できないものの，今日の人口規模と人口構造の

特徴に近似する状況を維持できる可能性は否定できな

い。

V　 集合住宅立地地区に注目した人口動態と推計

前章まで，奈義町全体を一つの単位として推計なら

びに将来の人口動態を分析してきた。　しかしながら，

奈義町内には多くの集落や地区が存在し，その地区間

の人口集積度や人口構造は異なっている。なかでも，

社宅に類似した集合住宅の立地する地区が奈義町内に

存在しており，その地区の人口規模は小さくない。こ

うした地区の居住世帯は，居住期間が短期間であると

想定されるとともに，比較的若い年齢層と複数の子ど

もにより構成される世帯が少なくない。加えて，そう

した世帯は，比較的短期間のうちに更新される可能性

が高い。すなわち，比較的若い年齢層と複数の子ども

により構成される世帯が，転出入を繰り返すことによ
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り，常に,ある一定数,維持されることを意味している。

こうした状況は，将来の人口推計を行うにあたり，

注意が必要である。すなわち，比較的若い年齢層と複

数の子どもにより構成される世帯が，常に，ある一定

数，維持されることにより，奈義町全体の人口推計が

攪乱される恐れがある。第Ⅲ章において分析した奈義

町全体の人口推計は，こうした比較的若い年齢層と複

数の子どもにより構成される世帯が，ある一定数，推

計対象年次に存在することが与件となっており，もし

仮に，将来，そうしたある一定数の世帯数が維持され

ない場合，奈義町の将来人口は推計値よりも大きく減

少する可能性が否定できない。

そこで，本章では，集合住宅立地地区に注目して，

その地区の除いた場合の将来の人口動態について検討

したい。

1.集合住宅立地地区の位置づけ

奈義町は多くの集落・地区6)で構成されており，

とくに町内においては中部から南部にかけての地区に

人口がほぼ同程度に分布することが理解できる(図

3)。主要な集落(大字)としては滝本や荒内西,中島西，

柿，広岡，豊沢，高円などが挙げられ，これらは300

人を超過する人口規模をもって集落を形成している。

図3　2010 年における小地域別人口分布

資料:2010 年国勢調査報告より作成。

これらの集落のなかには，集合住宅の立地する地区

が存在している。具体的には，奈義町には陸上自衛隊

日本原駐屯地があり，こうした自衛隊関係者とその家

族が居住する地区である。図4 は, 2010 年国勢調査

小地域集計の職業大分類別就業者数を用いて，保安職

業就業者数の小地域別分布を示したものである。これ

によれば，保安職業就業者が奈義町内の大字滝本内の2

地区（以降，滝本2 地区）に集中していることが看

取される。自衛隊員は，職業分類上，保安職業とされ

ており，この滝本2 地区に多くが居住していることが

理解される。

図4　2010年における小地域別保安職業就業者の人口分布

資料:2010年国勢調査報告より作成。

こうした集合住宅立地地区の居住世帯は，他の地区

に比して若い年齢層と複数の子どもにより構成される

世帯が少なくなく，また，転出入を繰り返すことによ

り，比較的短期間に更新される可能性が高い。そのた

め，奈義町全体の人口構造に多少なりとも影響を与え

ていることが想起される。

表H は滝本2 地区の全人口，年少人口，生産年齢

人口，高齢人口および人口再生産を担う25 ～39 歳女

性人口の人口数と奈義町全体に対する寄与率を示した

ものである。これによると，滝本2 地区は奈義町の総

人口に対しては8.3% を占めるに過ぎないが，年少人

口および生産年齢人口は12 ％足らす，25 ～39 歳女性

人口は10 ％足らすを占めており，とくに，年少人口

および生産年齢人口に関して寄与率が高いことが理解

できる。

表11　 滝本2 地区における人口構成と寄与率（2010年）

資料:2010年国勢調査報告より作成。

2. 集合住宅立地地区を除いた場合の将来人口動態

滝本2 地区に居住する年少人口や25 ～39 歳女性人

口は奈義町全体の約1 割にあたり，その動向は奈義町

全体の人口構造に影響を及ぼし，その動向は無視でき
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ない。また，これらの地区の居住世帯は，比較的短期

間で更新される可能性が否定できないため，滝本2 地

区を除いた場合の推計も検討される必要がある。

表12 は滝本2 地区を除いた場合と含めた場合の将

来人口推計について，高齢人口比率，75 歳以上人口

比率，年少人口率の推移を示したものである。これに

よれば，年少人口率の将来推計は，滝本2 地区を除い

た場合とそうでない場合とでは，さほど差はみられな

い。 2040年における年少人口率は，滝本2 地区を除

いた場合，9％であるが，含めた場合は10 ％であり，

その差は1 ポイントに過ぎない。　しかしながら，高齢

人口比率に関しては，両者間に4 ポイント程度の差が

みられ，滝本2 地区の存在が，高齢化の進行を少なか

らす抑制していることが理解できる。

表12　 滝本2 地区を除いた場合と含めた場合の将来人口推

計の比較

���2005年修正値�2010年
修正値 �2015年 �2020年

滝本2地区を除いた
場合の推計 �

高齢人口比率75
歳以上人口比率

年少人口率 ��29%15%14%�31

％18%13%�35%20%12%�39%22%11

％

滝本2地区を含めた
場合の推計 �

高齢人口比率75
歳以上人口比率

年少人口率 ��27%13%15%�29%16%13%�32%19%13%�36%20%12%
��2025年�2030年 �2035年 �2040年 �2045年

滝本2地区を除いた
場合の推計 �

高齢人口比率75
歳以上人口比率

年少人口率 �43%25%10%�45%28%10%�46%31
％9%�47%33%9%�50%34%8

％

滝本2地区を含めた
場合の推計 �

高齢人口比率75
歳以上人口比率

年少人口率 �40%23%11％�41

％26%11

％�42%29%10%�44%31
％10%�46%31％9%

資料:2000 年, 2005 年および2010 年国勢調査報告より作成。

これまでの人口地理学の知見から，集合住宅の形態

で提供される社宅や賃貸住宅の存在が，大規模な団地

などある特定の地区における高齢化の進行や世帯構成

の極端な変化を抑制することが示されているが，奈義

町の場合も，こうした集合住宅の存在が，将来人口の

年齢別構成や世帯構成，高齢化の進行に影響を及ぼし

ているといえる。

Ⅵ　小規模自治体における今後の人口動態に関する政

策的課題の検討－むすびにかえてー

これまでみたように,25～39歳の女性人口を維持，

増加させることが子どもの数の維持，増加と連動して

おり，推計結果からも当該階級の人口と子ども数との

相関は高い。より出生数を高めるためには，一人あた

りの子どもの数を増やすか早婚化をはかることが想定

されるが，現実的ではない。したがって，出生率の確

保に関しては，直接的ではなく，間接的に，25 ～39

歳の女性を含む世帯の増加を積極的に進めることが必

要となろう。これを実現するためには，結果的に，こ

れらの世帯を町外からの転入をいかに促すのかに収斂

することになろう。

また，こ うした25 ～39 歳の女性と子どもを含む世

帯を可能な限り早期に増加 させることが，将来の人口

減少の抑制にとって，より効果的である。そうした世

帯の転入を促す制度設計が遅くなればなるほど，将来

の人 口減少率は高まり，より急速に人口規模が縮小す

る。したがって，出生率の確保に関しても人口減少の

抑制に関しても，迅速な対応が求められる。

一方，集合住宅立地地区の積極的活用を図ることも

必要であろう。様々な側面からの肯定的あるいは否定

的な意見があるとは思 うが，既存の集合住宅の居住者

が，奈義町全体の人 口構造に影響を与えていることは

否定しがたい。集合住宅が，世帯構成の極端な変化や

高齢化 の進行，さらには人 口減少率の高揚に抑制的な

効果をもたらすことに鑑みれば，集合住宅の今後の在

り方についても再検討する必要がある。

本論では，将来人 口推計を行い，それによって得ら

れた推 計値と将来の人口構成から，人口維持のための

数字の上での対策を示した。 結果は, 前述したように，

「25 ～39 歳の女性と子どもを含む世帯を可能な限り

早期に増加させること」に集約 される。　しかしながら，

これを政策的に実現するための方策については十分に

呈示す るには至らなかった。むろん，子育て環境の向

上や定住促進，労働環境の改善をともな う産業立地，

地域経済循環の観点から外貨を稼ぐ産業育成など，奈

義町と同様に人口維持に苦心しているいすれの自治体

で も構想 されるであろ う政策が，「25 ～39 歳 の女性

と子どもを含む世帯を可能な限り早期に増加させるこ

と」の助力 となるとい うことに対して多くの理解が得

られるであろ う。そ うした定住促進につながる環境整

備が奈義町の地域性，社会性を反映した独自のオリジ

ナリティあふれる政策を通して実現されることが希求

される。そ のためには，奈義町民，いわゆる 「市民」

が危機感を共有し，積極的にまちづくりに参加する制

度設計を進めなければならないのかもしれない。近年，

いわゆる 「絆」や 「ネ ットワーク」に象徴される社会

関係資本の重要性が取りざだされている。多くの市民

がこの課題に関心を持ち，将来の制度設計に参加する

場をつくることも求められよう。

最後に，本論が「人口維持」を目した方策の検討に

重点が置かれているため，その趣旨に合わない恐れが

あるが，「縮小」を前提とした制度設計を検討 しても

よいのではなかろ うか。本報告における人口推計の結

果 からも理解されるように，人口減少は程度の差こそ
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あれ避けられない状況にある。中山間地域に存立する

小さな自治体は，我が国全体の少子高齢化と人口減少

の進行だけでなく，高度経済成長期以降，現在まで継

続されてきた人口移動の長期的な向都離村傾向や大都

市への人口集中傾向の顕在化などといった外部環境の

変化に非常に敏感であり，結果として，将来の人口減

少率もほかの自治体に比して大きくなる可能性が極め

て高い。今日，人口減少，すなわち自治体規模の急激

な縮小を懸念する自治体が少なくなく，そうした「縮

小」に抵抗する効果的な施策の検討が各自治体に求め

られていることは事実である。　しかしながら，ドイツ

やフランスの中山間地域においては，人口1,000人足

らすの小規模の自治体も多く，そうした自治体の中に

は，元気の良い自治体も少なくないといいわれる（森

川2015) 。ますは，人口の構成を考慮した将来の人口

動態に注目することが必要なのかもしれない。

一方，非大都市圏地域における小規模自治体の縮小

を今後避けることが難しいのであれば，これまでのよ

引こ人口維持のための施策に拘泥するのではなく，「縮

小」することは問題なのか，「縮小」することに利点

はないのかなどといった「縮小」をめぐる議論をふま

え，「縮小」を逆手に採った町の将来ビジョンが検討

されてもよいのではないかと考える。その際，市民は

どこに居住しても同等の生活条件が担保されることが

必要であり，そのためには，単一の自治体のみを考慮

した地域政策では限界があろう。森川(2012) が紹介

したドイツの「点と軸による開発構想」にみるように，

周辺自治体との連携の中で政策が検討されることが求

められていると考える。

本小論を愛知教育大学の岩崎公弥先生のご退職にあ

たり，謹呈させていただきます。先生には愛知教育大

学奉職中に公私にわたり大変お世話になりました。こ

れまでのご厚情に心より御礼申し上げますとともに，

先生のご健勝を心よりお祈り申し上げます。なお，本

小論は奈義町人口維持数値化事業研究費の一部を使用

したものである。本小論の現地調査ならびに資料収集

において奈義町の方々にはお世話になりました。記し

て心からお礼申し上げます。

注

1）国勢調査人口に関しては, 2015 年において人口減少を記録し

ている。

2）斯学の分野で，近年の島嶼地域への移住行動について言及し

たものには，渡部(2016) や北川・渡部(2016), 竹下(2006)

などかおる。

3）この推 計方法は， 中川聡史・ 貴志匡博(2015) におい て用い

られ た推計方法を 基本として， より簡便な推 計方法として 中

川聡 史氏にご教授 頂いた方 法である。 本推 計方法は，基本的

にはコ ーホート要因法となる。

4）出産 可能年齢 を20 ～39 歳 とす る人口推 計モデ ルもあ る。 こ

こ では， より現状 に即し た推計を 行 うため，25 ～39 歳 とし

てい る。 なお， 出産可能年 齢を20 ～39 歳 とした場合， 現在

の奈 義町では 出産可能年齢 の女性人 口に対し，子 どもの数が

比較的 少ないた め，子 ども・婦人比率は0.46 とな り， これを

もとに人 口推 計を行 うと, 2045 年の総人 口は3,545 にま で減

少す る結果 を得ている。

5）現在（2010 年）と推計対 象となる年次との間の コーホート別

の人 口数の差を算出したものである。

6）こ こで の分 析 には 国勢調 査 報告 の小 地域デ ー タを用 いてお

り， 地区とは各小地域（大字・字 。町丁 目）を示 してい る。
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